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【要旨】
　子どもを取り巻く環境は相変わらず厳しさを増し、そのため幼児教育・保育の場における保
育者の役割は増大するとともに、社会からの期待はますます強まっている。さらに、2017（平
成 29）年の幼稚園教育要領の改訂、保育所保育指針・幼保連携型認定こども園教育・保育要領
の改定が行われ、特に研修の重要性が問われている。このような状況の中で子どもの最善の利
益である子どもの生存と生活及び成長をはかるために、保育の質の向上が求められている。保
育者は、多様な要請に応えられるように、十分な能力や資質を備え、その責任と努力を担わな
ければならない。その解決策として保育者研修のあり方を改めて問い直すことは重要な課題の
一つと考える。
　本論文では、研修の状況やその方法のあり方について検討した結果、発達障害のある子ども
に対する具体的な保育方法、周囲の子どもに対する障害理解指導、発達障害のある子どもの保
護者への支援について、身につけておかなければならない保育者に必要な知識や技術であった。
職員のキャリアパスを見据え、それぞれの職務に応じた体系的な研修機会の充実と、組織的な
実施体制の整合性を図りながら、経験年数や役職別に知識及び技術を習得できるような、マネ
ジメント機能の強化を図っていくことがいくことが求められている。
キーワード：保育者、研修内容、研修項目、障害児保育、発達障害
はじめに
　子どもたちの生活のまわりには、種々の情報機器（テレビ、DVD、インターネット、テレビ
ゲームなど）が普及し、間接的な情報が数多く氾濫している。その一方で、異文化を知る、障
害者（児）とかかわる、高齢者と触れ合うなど、現代の子どもは多様な人間関係を構築してい
く課題に直面している。しかし、これらを家庭で具体的、直接的に体験することは困難である。
幼稚園教育要領や保育所保育指針、幼保連携型認定こども園教育・保育要領には、子どもが健
全な発達をはかるためには「自己を十分に発揮する」ことができるように、様々な人と触れ合
いながら子どもを全人として発達させることがうたわれている。ここでいう全人とは、人間が
もっているすべての素質・能力が全面的に一つの統一体としていかされた全き人間のことであ
る。全人は生まれたときから全人ではない。幼児期からの教育・保育によって、全人へと育て
られていくのである。
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　幼児期の子どもを全人へと育てていくためには、日々の保育のなかで障害、文化などの差異
について、触れ合い、かかわり合い、そしてつながり合っていくことが大切である。そのこと
によって、お互いに必要な存在であり、一緒に物事に取り組み、葛藤しながらも成し遂げた成
就感を味わい、子どもに協調性や思いやり、自己抑制が育っていく。保育者は、多様な要請に
応えられるように、十分な能力や資質を備え、その責任と努力を担わなければならない。その
ためには研修は必要であり、研修を受講することによって、保育者は人間教育としての新しい
保育の姿を生み出すことができる。
　平成 29 年告示の保育所保育指針改定において、第 5 章「職員の資質の向上」では、個々の施
設長の責務の基、キャリアパスに応じた研修体系を立案・実践し、資質や専門性の向上を図れ
るよう、キャリアアップしていく道筋を明確化し、職員の士気を高め、報酬アップなどが実現
できる仕組みになっている。
　本研究では、研修の現状を考察し障害児保育を行う上での、保育者として身につけておかな
ければならい知識や技術について研修のあり方を検討したい。
1 ．研修の形態
　保育者の研修には、自己研修、園内研修、園外研修等がある。
　自己研修は、保育者が自ら「このような知識や技術を身につけたい」と思い、目標をもって、
本を読んだり、インターネットで調べたりしてそれを日々の保育の中で実践してみることであ
る。園内研修とは、幼稚園や保育所、認定こども園が独自で行う研修で、特別講師の招聘や職
員の事例をもちよって検討会を行ったりすることである。園外研修は、教育委員会や地域の協
会や連合会が主催するものが多い。その他は、保育関係の出版社、心理学、教育学関係の団体
などのさまざまな学術団体、研究機関、自治体などが主催する研修会である。
　小川・水野（2010）は新任保育者を対象とした障害児保育についての自己研修について調査
を行った。それによると「自分でネットや書物から勉強したことがある」と回答した者で、LD
を挙げた者が 16.9％（25 名）、ADHD を挙げた者が 18.2％（27 名）、PDD を挙げた者が 25.0％
（37 名）であった。自分でネットや書物から勉強した理由として、「発達障害児の保育上の問題
解決のために、知識が必要であると思った」という回答が目立った。さらに、自己研修の高い
効果が期待できる方法として、相談相手や解決方法を示唆してくれる人を得ることができる園
内研修と園外研修を並行して行うことを勧めている。
2 ．保育者の園内研修と園外研修の現状
　今日の多くの保育現場の研修の現状は、保育担当者の経験や技量に委ねられ、専門的な支援
を受けていない（和田・橘，2000；平澤・藤原・山根，2005）。知識や技術は養成機関を卒業
し、幼稚園教諭や保育士、保育教諭になったから身に付くものではなく、日ごろの研修や研鑽
の積み重ねによって身に付くものである。日常的に障害のある子どもと関わる保育者が専門的
な知識や技術を身につけるための保育者研修が必要である（太田，1997）。
　ベネッセ次世代育成研究所（2009）が、幼稚園（発送数 71,000 件、回収率 22.6％）や保育所
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（発送数 12,000 件、回収率 25.2％）の職員の園内・園外研修参加頻度の調査（表 1，表 2）をし
たところ、国公立幼稚園、保育所（公立、私立）では、園内研修の頻度が月 1 ～ 2 回が半数以
上みられたものの、私立幼稚園では半数以下であった。また、私立幼稚園の園内研修の頻度は、
他に比べて全体的に少なかった。
　Ogawa（2009）が行った障害児保育についての園内研修の調査では、兵庫県の私立幼稚園 234
園（県内）の内、回答のあった 209 園で、発達障害について園内研修を月 1 回行っているのは
45 園（21.5％）であった。同様に、2003 年から 2005 年度までの文部科学省幼児教育課による
「幼稚園における障害のある幼児の受け入れや指導に関する調査研究」で回答のあった 39 園（協
力園 41 園中）では、定期的に週 1 回、あるいは月 1 回以上研修が確保されている園は極めて少
なかったことが報告されている。同様のことは、ベネッセ次世代育成研究所「第 1 回幼児教育・
保育についての基本調査報告書」（2009）（自記式アンケートを郵送により配付・回収。幼稚園
は発送数 7100 件、有効回答数 1604 件、回収率 22.6％。保育所は発送数 12000 件、有効回答数
3018 件、回収率 25.2％。）でも明らかにされている（表 1）。
表 1　園内研修の実施状況
園内研修
実施しない 週に 1 回 月 1,2 回 年数回 その他
国公立幼稚園
（41 件） 0.5％ 18.0％ 51.6％ 24.4％ 5.5％
私立幼稚園
（1203 件） 7.8％ 6.4％ 32.8％ 43.3％ 9.7％
保育所（公立）
（1584 件） 6.2％ 4.9％ 49.4％ 34.7％ 4.8％
保育所（民間）
（1434 件） 4.3％ 4.3％ 50.3％ 36.5％ 4.6％
（ベネッセ次世代育成研究所（2009）『第 1 回幼児教育・保育についての基本調査報告書を参
考に筆者が作成した。）
　次に、園外研修への参加頻度（表 2）は、国公私立幼稚園と公立保育所の約 6 割が年数回の
園外研修に参加していた。民間保育所の場合、月 1 ～ 2 回の園外研修に半数以上が参加してい
た。一方、約 1 割の私立幼稚園において園外研修が実施されていなかった。
　また、私立幼稚園の中には、1 割であるものの、研修の機会がない園があり、保育者は研修
を受ける機会を持たずに保育業務に従事している実態も見受けられる。このように保育者は、
充実した保育を実践するために必要な研修を受ける機会に恵まれているとは言いがたい。その
理由として、参加費用の捻出、研修開催頻度の少なさ、研修参加時間の確保が困難であること
などが考えられる。また、保育者個々の研修への参加意欲や保育実践に対する積極性の有無も
研修の受講に影響する要因になると考えられる。
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表 2　園外研修の実施状況
園外研修
参加しない 週に 1 回 月 1,2 回 年数回 その他
国公立幼稚園
（41 件） 0.2％ 2.7％ 33.2％ 57.1％ 6.8％
私立幼稚園
（1203 件） 1.2％ 1.4％ 25.5％ 64.3％ 7.6％
保育所（公立）
（1584 件） 0.8％ 1.8％ 32.1％ 59.2％ 6.1％
保育所（民間）
（1434 件） 0.0％ 4.5％ 54.0％ 36.7％ 4.8％
（ベネッセ次世代育成研究所（2009）『第 1 回幼児教育・保育についての基本調査報告の図を
参考に筆者が作成した。）
3 ．A 保育所の園内研修の事例
　筆者は、インターネットのホームページ（2010 年）から各幼稚園の園内研修状況 20 件をラ
ンダムに抽出し検討した。その結果、最も園内研修状況が良かった石川県の私立 B 幼稚園では、
園内研修を毎月 1 回行っていた。具体的には園内研修の内容は、1 年間、発達障害のある子ど
もの言葉の発達について、専門家を招いて「インリアル」の技法を使用した保育実践をビデオ
に録画し、その後ビデオを見ながら、子どもとの関わり方を見ていく園内研修であった。
　次に、小川（2004）は、民間 A 保育所で月 1 回行われていた園内研修（4 年間で 47 回）の
内容や頻度、形態（輪読、レポート発表、実技）を分析し、その結果を第 1 期から 5 期に分け
た。
第 1 期　輪読（7 回）『保育の一日とその周辺』（著者：津守真、発行：フレーベル館、発行年：
1989 年）
第 2 期　事例研究（10 回）特別な支援を必要とする子どもについて
第 3 期　KJ 法（5 回）テーマ：理想の保育をめざして
第 4 期　レポート発表（19 回）一人一課題、自分で課題を設定して発表する
第 5 期　実技研修（2 回）C・オルフにおける「音と動きの遊び―素材を使ってのかかわり―」
　特に第 2 期の事例研究では、「特別な支援を必要とする子どもについて」を月 1 回、園内研修
でケース検討会を行った。その研修内容は、発語のない A 児（3 歳児）について 1 年間の事例
を、保育者の観察・記録を手がかりに、子どもの困った行動への対応について目標を決め、望
ましい行動を強化し、環境の構造化や援助の方法などを工夫して保育することを目指したもの
である。保育者らは、子どもが楽しみながら取り組める方法を検討し、子どもの行動には意味
があることに気づき、その行動の意味に対応した援助の工夫を行っていた。さらに、子どもの
特性や発信するメッセージを理解し、主体性を尊重しながら事例研修に取り組んだ結果、子ど
もの困った行動が目立たなくなり望ましい行動が増え、保育者のスキルアップが見られた。園
内研修は保育者が共通理解を得ることができ、他の保育者もその子どもとの関わりの場を多く
もてるようになり、「対人ネットワーク」を形成していったことがわかり、園内研修の効果が得
られた。
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　つまり、園内研修は子どもの問題に関して、保育者などが自分の立場でできること、やらな
ければならないことを明確にし、研修の場で確認し合うことで、保育者間で情報を共有でき、
同僚性が活かされた。さらに日々の実践で PDCA サイクルが成立したことは、身体的かつ情緒
的な保育の仕事において、保育の質を高めることができると考える。
4 ．研修の内容と方法
　玉村・越野・郷間・岩坂・小山（2008）の調査によると、園外研修には 8 割程度の保育者が
「参加したい」と考えていた。現任保育者向けプログラムの内容は、「特別支援教育免許取得の
ための必要な内容」、「障害種別の心理や発達の過程、アセスメントや心理検査に関わる内容」、
「障害の生理・病理、医療的診断や治療の内容」、「障害種別の教育課程・教材や指導法、個別の
指導計画などに関わる内容」についてであった（Darling-Hammond,L.,&Hammerness,K,2002；
中村，2008）。
　園内研修の取り組みの工夫では、通常の保育実践の場や勤務時間内で実施されていた。方法
は、①研修用のビデオを用いて、参加者全員が同じ場面を見て気づいたことを話し合う、②合
同で研究保育をする。具体的には、午前中に保育の参観と話し合いをする、③保育者全員が保
育・教育課程の見直しについて話し合う、④保護者理解を深めるためのロールプレイをする（ベ
ネッセ次世代育成研究所，2009）であった。各園の状況に応じて取り組み、効果的な研究方法
を組み合わせることが必要であると考えられる。
　障害児保育における研修の効果は、専門家のコンサルテーションを受けることで、保育者が
子どもの見方を変え、それによって子どもも変容していくことが事例を通して確認されている
（水内・増田・七木田，2001）。
　例えば、研修には、マニュアルやツールのような活字資料のほか、モデル提示や行動リハー
サル、講義や言語教示などがある。各研修には利点と難点があるが、多くの研究では複数の研
修を組み合わせたプログラムパッケージが使用され、その有効性が報告されている（Fawcett&
Fletcher,1997）。従来の提供方法は、ニーズ調査や実験において完成したプログラムの研修が多
かったため、参加者の自己決定の場がないとの指摘もある（Neef,N.A.,parrish,J.M&Egel,A.L.,
1986）。
　効果のある研修プログラムの事例として、1970 年代アメリカで注目された応用行動分析があ
る。応用行動分析は、個人と環境の相互作用として「行動」を捉え、問題の解決を個人のみに
求めるのではなく、環境との相互作用の中で解決しようとする応用科学である。つまり、保育
者が技術を身に付けることで、子どもが環境に適応できる 1 つの方法である。。
　このような考え方のもとに、Koegel,Russo&Rincover（1977）が 11 人の教師を対象にした
研修形態は、講義とモデリング、ロールプレイ、フィルドバックが組み込まれている（Ducharm,
j,M.&Feildman,M.A.1992;Fleming,R.&Azaroff,B.S.1992;Persons,M.B.&Reid,D.H.and
GreenmC.W.1996;Jensen,M.J.Person,M.andReid,D.H.1998）。他には、機能分析のワークシ
ョップ（Martens,BrianK.;Witt,JosephC.1998）や日常の保育場面を研修に取り組んだりする
研修（Schepis,Reid,Ownbey&Persons,2001）も行われていた。特に、Ducharm,J,M.&Feildman,
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M.A.（1992）は、実際に発達障害の子どもを使って、パフォーマンスベースのトレーニング
を行っている。
　現任保育者の資質の向上と研修のあり方の検討は、保育者養成に携わるものにとって重要な
課題である（森木，2010；小松・杉山・東・荒川，2009）。多様化している保育ニーズに対応
できる専門性の高い保育者の確保が必要である。質の高い保育を確保するためには、保育者が
自分の仕事に満足し、資質の向上への意欲といかに仕事の動機付けを高めていくかが重要であ
ると考えられる。Locke（1976）は、「仕事の満足は、個人の仕事の評価や仕事の経験から得ら
れる喜ばしい感情、あるいは肯定的な感情である」と定義している。
　質の高い保育を展開するため、絶えず、一人ひとりの保育者について資質向上及び職員全体
の専門性の向上を図るように努めなければならない。研修体制を整えることは当然のことであ
り、その研修体制がうまく機能することにより、保育者の資質の向上を図ることになる。その
ためにも、保育者のニーズに応じた充実した研修プログラムの開発が求められている（金・園
山，2008；杉山・荒川・東・石田，2008；松原，2010）。
5 ．全日本私立幼稚園幼児教育研究機構の研修
　経験年数及び役職別にみる研修内容
　全日本私立幼稚園幼児教育研究機構研究研修委員会が編集した「研修ハンドブック」（世界文
化社，2008）がある。私立幼稚園の保育者は、研修に参加するとこのハンドブックにスタンプ
を捺印すると共に、研修の詳細については各自で研修履歴一覧のページに受講した順に記録す
る。この「研修ハンドブック」の資料に、「保育者としての資質向上研修俯瞰図」がある。研修
俯瞰図は、保育者が必要に応じて研修を計画的に受講できるように一覧表として作成されたも
のである。
　「保育者としての資質向上研修俯瞰図」によると、研修の程度を経験年数や役職別から、保育
者を初級、中級、上級・主任・設置者・園長（以下、上級）と 3 つに分けている。研修内容の
分類（大項目）は、初級、中級、上級別に、「A．子どもの人権」、「B．望ましい教師像」、「C．
教育理論」、「D．幼児理解」、「E．保育の計画と実践」、「F．地域、家庭支援、教育相談」の 6
分野に分けられている。さらに中項目（13 項目）、小項目（初級 71 項目、中級 78 項目、上級
78 項目）と細かく研修内容が組まれている。本論では、小項目で 5 項目以上挙げられていた項
目について述べる。
　初級で研修項目が多いのは、「E．保育の計画と実践」「F．地域、家庭支援、教育相談」であ
った。具体的には「E．保育の計画と実践」で、①指導計画の理解（年間カリキュラムから日
案）、②指導計画の作成（月案、週案、日案）、③保育記録の理解、記録の作成、④保育の構造、
課程の理解、⑤計画→実践→記録→評価→反省、といった指導計画や保育記録の理解と作成で
あった。「F．地域、家庭支援、教育相談」では、①生育歴と生育環境への理解、②その子の良
さの発見、③家庭教育への理解、④現代社会での家族の特性、⑤虐待ネグレクトの理解といっ
た、家族の姿の現状を知る内容であった。
　中級で研修項目が多いのは、「A．子どもの人権」「B．望ましい教師像」「E．保育の計画と
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実践」であった。具体的には「A．子どもの人権」で、①食育（栄養管理）、②園医との連携、
③救急法（ケガの対処）、④保護者への健康・栄養指導、⑤家庭への生活習慣指導といった、幼
児の健康管理（健康管理実践）であった。「B．望ましい教師像」では、①教育目標の伝達、説
明法、②クラスを超えた保育の計画と実践、③異年齢集団の指導法の研究、④社会、保護者へ
の説明、⑤年間を通したクラス運営といった、クラスと園の運営であった。
　上級で研修項目が多いのは、「E．保育の計画と実践」、「D．幼児理解」であった。具体的に
は「E．保育の計画と実践」では、①研修立案、実践、評価、指導、②改善点を園長・設置者
に提案、③保育アドバイザー的人材の育成、④外部アドバイザー的人材探し、⑤研修法の研究、
⑥積極的な外部研修への参加といった、コーディネートの役目をものであった。「 D．幼児理
解」では、①園内研修（ケース会議）、②「園内研修のリード」、③「保育へのフィードバック」、
④「保育理論の構成」、⑤「自園の保育の構成」と子どもの育ちを記録し生かすものであった。
　初級、中級、上級の研修内容の違い
　初級は「教育要領と指導計画」、「家庭教育における保護者支援」の研修に重点をおいていた。
中級は、「教育要領と指導計画」、「子どもの健康と安全」、「クラスと園の運営」に重点をおいて
いた。上級は「学び続ける保育者集団を目指して」、「育ちの記録（生かす）」に重点をおいてい
た。このように、初級は、指導計画の作成や家庭教育における保護者支援が中心であった。中
級は、初級と同様に指導計画の作成が挙げられ、次に、子どもの健康管理や安全、クラスと園
の運営など、保育内容や環境、健康管理などに研修の重きをおいていた。上級は、園内はもち
ろん園外における現状の課題を把握して、職員の研修をコーディネートする研修体制のあり方
に重点をおいていた。
　障害児保育に関する研修内容
　障害児保育に関する研修内容について初級では、「D．幼児理解」の①障害の基礎知識、②障
害児保育の実践基礎が挙げられている。中級では、①専門機関、家庭との連携と保育の計画が
挙げられている。上級では、①小学校との連携、②保護者支援、③園内のバリアフリー構想の
特別支援教育が、挙げられている。特に「障害理解教育」は、職位に関係なくすべての保育者
が研修を受講する項目となっている障害児保育に関しては、「保育者としての資質向上研修俯瞰
図」の中にいくつかの研修内容が示されていることが確認された。
6 ．保育者に必要な研修項目
　筆者はこれまでの研究において、養成校での授業である「障害児保育」のカリキュラム研究
や、保育者の障害児保育の習得の程度やニーズを明らかにしてきた。さらに、子どもに受けさ
せていた発達障害のある子どもの保護者からも保育者に身につけてほしいと考える知識や技術
をヒアリング調査した。さらにこれらのニーズを発達障害児保育の専門家に評価してもらった。
その結果、経験年数別、役職別を問わず必要な研修内容として 3 点が挙げられることができた。
①発達障害のある子どもに対する具体的な保育方法
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　「パニックを起こした際の対処法」や「発達障害児が問題行動を起こした時の注意の仕方」な
ど目の前の発達障害児に保育者としていかに対応していくべきかという具体的な保育方法が挙
げられる。加えて、子どもが保育者の指示でわかるように、またパニックを起こした際にスム
ーズに園生活を送れるように、「視覚的な情報を交えて指示を出す方法」、「絵カードの作り方」、
「嫌悪刺激への対処方法」が必要である。
②周囲の子どもに対する障害理解指導
　発達障害の子どもができるようになったこと、がんばっていることを周りの子どもに伝え、
みんなで発達障害のある子どもの良さを認めていくような環境を構成すること、うまく周りの
子どもに自分の気持ちを表現できずにいる発達障害のある子どもの気持ちを代弁すること、な
ぜ発達障害のある子どもが周りの子どもたちと同じように行動することができないのかという
発達障害の特性を伝えていくことが必要である。
③発達障害のある子どもの保護者への支援
　「発達障害児の保護者が子どもの障害を受容するまでの心理的な過程」を知ったうえで、「保
護者との日常の情報交換の仕方」を学び、発達障害のある子どもの保護者を支えていくことが
必要である。
7 ．今後の課題
　保育所保育指針（2017 年改定版）によると、「第 5 章　職員の資質の向上」では、保育所は
質の高い保育を展開するため、絶えず、一人一人の職員についての資質向上及び職員全体の専
門性の向上を図るように努めなければならなしとし、
①職員の資質の向上に関する基本的事項
②施設長の責務
③職員の研修等
④研修の実施体制等
　以上 4 つを挙げて、職員のキャリアパスを見据え、それぞれの職務に応じた体系的な研修機
会の充実と、組織的な実施体制の構築等である。整合性を図りながら、職員一人ひとりの倫理
観、人間性、職務と責任の理解と自覚、知識及び技術を習得できるような、マネジメント機能
の強化を図っていくことが喫緊の課題と言える。
　特に、保育の場において発達障害に関する保育技術があまり高くない現状があり、どの保育
者も「発達障害について全般的に勉強したい」（仲本，2012）というニーズが高いが、ニーズ
が分化していない。今後、経験年数や役職によって、保育者が自覚できるように測定の方法を
工夫して、ニーズを明確化していきたいと考える。
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